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素因の分析



治水地形分類の分析①

治水地 分類と被災 分析治水地形分類と被災区間について分析
被災の多かった河川を対象に治水地形分類をみると、「氾濫平野」、「自然堤防」が比較的多く、次いで「旧河道・旧落掘」、「旧湿地」が多い。
被災した区間でみると、全延長の約１８%である「旧河道・旧落掘」 「干拓地」 が全被災区間の４２%を占め、被災割合が高い傾向があった。

0% 被災区間における治水地形分類の内訳整備局管理区間における治水地形分類の内訳

被災した区間でみると、全延長の約１８%である 旧河道 旧落掘」 干拓地」 が全被災区間の４２%を占め、被災割合が高い傾向があった。
区分毎の延長に対する被災発生区間の比率は、「旧河道・旧落掘」「干拓地」、次いで「旧湿地」が比較的高くなっている。
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既往の対策工（耐震、漏水）施工箇所における被災状況

既設矢板やドレーン工等の対策を実施していた区間では、被災が無いか被災があっても小規模であり、地震に対して一定の効果が見られた。

※なお、漏水矢板で大規模な被災が生じている箇所については、堤体液状化による被災箇所となっている。※なお、漏水矢板で大規模な被災が生じて る箇所に ては、堤体液状化による被災箇所とな て る。
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治水地形分類の分析②

「治水地形の分析①」で整理した区間には、既往の対策工施工箇所を含んでいる。
このため、対策が実施されていない場合には被災した可能性があることから、延長から除いて整理を行った。

整備局管理区間における治水地形分類の内訳

【既往対策区間除く】 0%0% 0%

被災区間における治水地形分類の内訳
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地表面加速度との関係

治水地形分類毎の地表面加速度と被災区間の関係について整理を行った。なお、既往対策工施工区間は除いている。
この結果、旧河道は比較的小さい地表面加速度の箇所でも被災が発生している。

地表面加速度の分布から縦断図を作成し、被災箇所の関係を分析
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堤防形状と被災形状の分析

堤防の形状【堤防高、堤防幅、高さ幅比（堤防高／堤防幅）】と沈下状況【沈下量、沈下率（沈下量／堤防高）】について分析
沈下量は既往の研究成果と同様、堤防高の７５％を超えていない。（堤防高が高いと沈下率が小さい傾向がみられた。）
堤防幅が広いと沈下率が小さくなる傾向が見られた。堤防幅が広いと沈下率が小さくなる傾向が見られた。
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基礎地盤地質と被災との関係

第1層に非液状化層（粘性土）、第2層に液状化層（砂質土）の被災箇
所において、粘性土圧と沈下率の関係をみると、非液状化層が厚い
と沈下量が小さい傾向が見られた。

基礎地盤に液状化層（砂質土層）が含まれる被災箇所について、砂
質土層の層厚と沈下量の関係を見ると、液状化層圧が厚いと沈下量
が大きくなる傾向があるが、「液状化層厚≧沈下量」となっている。

沈 量と液状化層厚

と沈下量が小さい傾向が見られた。
［堤防が被災した146箇所のうち、沈下量が計測されている91箇所で、第1層が粘性土層・第2
層砂質土層となっている23箇所］

が大きくなる傾向があるが、 液状化層厚≧沈下量」となっている。
［堤防が被災した146箇所のうち、沈下量が計測されている91箇所で、第1層が砂質土層となっ
ている45箇所］
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被災要因と被災形態

堤防 沈 陥没等による減少量とはらみ出し量等による増加量 関係にお 基礎地盤が液状化する場合と堤体が液状化する場合とを比堤防の沈下・陥没等による減少量とはらみ出し量等による増加量の関係において、基礎地盤が液状化する場合と堤体が液状化する場合とを比
較したところ、堤体が液状化する場合には、沈下等による減少量に対しはらみ出し等が大きい傾向が見られた。
また、基礎地盤のみの液状化の場合は、沈下量に対するはらみだし長さが小さい傾向がみられた。

被災による変状の増加・減少量と被災要因との関係

、 場 、 長 傾
［大規模被災55箇所のうち、はらみ出し等による増加量等の変状が計測されている32箇所］ ［大規模被災55箇所のうち、はらみ出し長さ等の変状が計測されている26箇所］
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堤体液状化箇所の分析

堤防液状化の11箇所について分析した結果、閉封飽和域高さ及び基盤面以上の閉封飽和域高さが大きいと、沈下（被災）が大きくなる傾向が
見られた。
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被災メカニズムの分析
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大規模被災箇所における地質調査計画（代表１４箇所）

被災規模が比較的大きく、被災要因を代表すると考えられる箇所を各河川２箇所程度、計１４箇所抽出し、より詳細な被災メカニズム検
証を目的とした地質調査を実施。地質調査にあたっては、下記を標準とし、各箇所の諸条件を勘案して調査計画を決定した。

１０



大規模被災箇所における地質調査計画 （代表以外の３７箇所）

代表箇所以外は、施設設計に際して標準的に行われている地質調査を実施。地質調査にあたっては、下記を標準とし、各箇所の諸条件
を勘案して調査計画を決定した。

１１



被災メカニズム検証資料のとりまとめ

地質調査を実施した５１箇所全てで被災メカニズムを検証。

【 個々の被災要因を代表すると考えられ、且つ「対策工の効果検証」を行った下表の３箇所を記載した。】

番
号

箇所番号 河川名 地区名 被災要因 選定理由

① ６ 小貝川 茨城県常総市上蛇地区 基盤液状化 既設漏水矢板工の効果検証

② ３４ 利根川下流 千葉県香取市佐原地区 基盤液状化 大規模堤防における鋼矢板工
の効果検証

③ ５５ 那珂川 茨城県東茨城郡茨城町下石崎地
区

堤体液状化（閉封飽和
域）

堤体液状化（閉封飽和域）にお
けるドレーン工の効果検証

ｼﾞｮｳｼﾞｬ

ｻﾜﾗ

ｼﾓｲｼｻﾞｷ

１２



被災メカニズム検証資料 （箇所番号６ ） １／２

※中間とりまとめであり、今後変更になる可能性がある。 １３



被災メカニズム検証資料 （箇所番号６ ） ２／２

※中間とりまとめであり、今後変更になる可能性がある。 １４



被災メカニズム検証資料 （箇所番号３４ ） １／２
被災メカニズム検証資料 （箇所番号３４１／２）

※中間とりまとめであり、今後変更になる可能性がある。 １５



被災メカニズム検証資料 （箇所番号３４ ） ２／２
被災メカニズム検証資料 （箇所番号３４１／２）

被災メカニズム検証資料 （箇所番号３４ ： ２／２）

※中間とりまとめであり、今後変更になる可能性がある。 １６



被災メカニズム検証資料 （箇所番号５５ ） １／２

Ac3

※中間とりまとめであり、今後変更になる可能性がある。 １７



被災メカニズム検証資料 （箇所番号５５ ） ２／２

※中間とりまとめであり、今後変更になる可能性がある。

Ac3

※中間とりまとめであり、今後変更になる可能性がある。 １８



被災要因分類整理表（１／２）

※中間とりまとめであり、今後変更になる可能性がある。 １９



被災要因分類整理表（２／２）

※中間とりまとめであり、今後変更になる可能性がある。 ２０



B堤体の液状化, 5

D非液状化, 3

A基礎地盤の液状化, 37
【堤防33＋構造物4】

C基礎地盤＋堤体の液状化, 9
【内、閉封飽和：6】

E護岸, 1
A基礎地盤の液状化

B堤体の液状化

C基礎地盤＋堤体の液状化

D非液状化

E護岸

堤防の被災要因の分類

被災要因被災要因

A 基礎地盤の液状化

堤体
液状化

B 堤体の液状化

堤体
（砂質土）

液状化 堤体

堤体
（砂質土）

液状化

液状化

C 基礎地盤＋堤体の液状化

D その他

（粘性土）

（粘性土）

（粘性土）

（粘性土）

37箇所 ６箇所

5箇所 4箇所

３箇所（閉封飽和域）

N=55

被災要因

（非液状化＋護岸）

（閉封飽和域）

※「閉封飽和域」とは、軟弱粘性土地盤上
に砂質系材料を用いて築堤した堤体下部
において、圧密沈下により軟弱地盤表層
が凹状となり、その上部で堤体に浸透した
水が地下水面を有する飽和領域を形成し
た部分を指す。

堤体
（砂質土）

液状化

砂質土

粘性土

２１




